
貸　　借　　対　　照　　表
２０２３年　３月３１日 現在

資　　  産 　　 の  　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

科　　　　　　目 金            額 科　　　　　　目 金            額
百万円 百万円

2,377,885 1,742,910

2,123,649 480,099

766,268 2,189

432,447 3,862

870,987 1,091,372

53,946 147,701

2,245 17,684

1,310 560,398

130,102 97,480

129,742 62,364

359 32,601

120,577 32,604

22,392 7,691

4,454 1,406

22,798 283,517

77,284 42,283

△ 6,351 448

121,744 2,303,309

2,166

63,278 196,320

28,813 40,000

11,940 180,934

398 10,000

14,887 170,934

1,016 △ 24,613

△ 757 △ 24,613

△ 24,613

196,320

売 掛 金

関 係 会 社 短 期 債 権

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

前 払 費 用

雑 流 動 負 債

そ の 他 資 本 剰 余 金

諸 未 収 入 金

資 本 準 備 金

資 本 金

2,499,629合　　　　　計

雑 流 動 資 産

長 期 前 払 費 用

未 払 税 金

預 り 金

関 係 会 社 短 期 債 務

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

2,499,629

繰 越 利 益 剰 余 金

合　　　　　計

純 資 産 合 計

固 定 資 産 仮 勘 定

雑 固 定 負 債

諸 前 受 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

負 債 合 計

流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

1年以内に期限到来の固定負債

未 払 費 用

買 掛 金

除 却 仮 勘 定 未 払 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

リ ー ス 債 務

固 定 負 債固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

変 電 設 備

配 電 設 備 関 係 会 社 長 期 債 務

長 期 未 払 債 務

社 債電 気 事 業 固 定 資 産

業 務 設 備

送 電 設 備

退 職 給 付 引 当 金

附 帯 事 業 固 定 資 産

事 業 外 固 定 資 産



損　   益   　計   　算   　書
２０２２年　４月  １日 から
２０２３年　３月３１日 まで

費　　　用　　　の　　　部
科　　　　　　　       目 金　　　額

百万円 百万円

1,132,955 1,082,631

1,131,971 1,080,150

115,411 31,067

406,526 72,131

129,403 172,999

69,982 765,991

226,014 3,801

24,636 34,159

75,733

13,982

12,543

50,450

7,287

983 2,481

363 1,532

239 594

259 305

81 40

39 8

（   50,323 )

10,296 22,152

9,008 13,322

9,008 13,290

32

1,287 8,829

201 656

1,085 8,173

1,143,251 1,104,784

38,466

38,466

△ 13,503

△ 8,410

△ 5,093

24,963

税 引 前 当 期 純 損 失

雑 損 失

コンサルティング事業営業費用

見守りサービス事業営業費用

そ の 他 附 帯 事 業 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

当 期 経 常 損 失

固 定 資 産 売 却 損

賠 償 負 担 金 相 当 金

販 売 費

受 取 配 当 金

駆けつけサービス事業営業収益

不 動 産 賃 貸 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益

コンサルティング事業営業収益

廃 炉 円 滑 化 負 担 金 相 当 金

附 帯 事 業 営 業 費 用

駆けつけサービス事業営業費用

不 動 産 賃 貸 事 業 営 業 費 用

事 業 税

電 源 開 発 促 進 税

財 務 費 用

支 払 利 息

収　　　益　　　の　　　部

一 般 管 理 費

金　　　額

電 気 事 業 営 業 費 用

変 電 費

電 力 料

科　　　　　　　       目

営 業 費 用 営 業 収 益

地 帯 間 購 入 電 力 料

送 電 費

他 社 購 入 電 力 料

電 気 事 業 営 業 収 益

事 業 者 間 精 算 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

配 電 費

他 社 販 売 電 力 料

地 帯 間 販 売 電 力 料

託 送 収 益

当 期 経 常 収 益 合 計

見守りサービス事業営業収益

そ の 他 附 帯 事 業 営 業 収 益

受 取 利 息

財 務 収 益

雑 収 益

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

当 期 経 常 費 用 合 計

法 人 税 等

法 人 税 等

固 定 資 産 売 却 益

当 期 純 損 失



注  記  事  項 

２０２２年 ４月 １日 から 

２０２３年 ３月３１日 まで 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

ａ．有価証券 

子会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 市場価格のない株式等 

 移動平均法による原価法 

ｂ．棚卸資産 

貯蔵品(一般貯蔵品) 総平均法（一部は移動平均法）による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定している。） 

貯蔵品(特殊品) 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定している。） 

(2) 固定資産の減価償却の方法   

ａ．有形固定資産            法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定額法 

ｂ．無形固定資産           法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定額法 

 (3) 引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

  売掛債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

ｂ．退職給付引当金 

退職給付に充てるため、将来の退職給付見込額を基礎とした現価方式による額を計上している。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっている。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（3 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

している。 

 (4) 収益及び費用の計上基準  

    託送供給等約款に基づき締結した接続供給契約による送電サービスが主な収入であり、契

約期間にわたって送電サービスを提供する履行義務を負っている。収益の認識は、電気事業会

計規則に従い、検針により決定した送電電力量に基づき認識している。 

(5) その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項   

グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用している。 

 



２．貸借対照表に関する注記 

(1)  担保に供している資産および担保に係る債務 

会社の財産は、社債の一般担保に供している。 

社債 576,428 百万円 

(2)  有形固定資産の減価償却累計額                       5,471,244 百万円 

(3)  関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権 

長期金銭債務 

短期金銭債務 

52,194 百万円 

1,571,472 百万円 

416,936 百万円 

(4)  附帯事業に係る固定資産の金額 

不動産賃貸事業     専用固定資産 

他事業との共用固定資産の配賦額 

2,131 百万円 

15 百万円 

合計額 2,147 百万円 

駆けつけサービス事業   専用固定資産 40 百万円 

見守りサービス事業    専用固定資産 0 百万円 

 

３．税効果会計に関する注記 

（1） 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

繰延税金資産 

減価償却超過額 

退職給付引当金 

繰越欠損金 

その他 

 

71,986 百万円 

41,291 百万円 

10,642 百万円 

19,734 百万円 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

143,654 百万円 

△  66,369 百万円 

繰延税金資産合計 77,284 百万円    

繰延税金負債合計 － 百万円 

繰延税金資産の純額 77,284 百万円 

（2） 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、当事業年度の期首から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行している。これ

に伴い、法人税および地方法人税ならびに税効果会計の会計処理および開示については、「グ

ループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 

2021 年 8月 12 日。以下「実務対応報告第 42号」という。）に従っている。また、実務対応報

告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第 42 号の適用に伴う会計方針の変更による影

響はないものとみなしている。 

 

 

 

 



４．関連当事者との取引に関する注記 

親会社 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との 

関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 
関西電力 

株式会社 

（被所有） 

直接 

100.0％ 

資金貸借取引 

監査役の兼任 

社債の発行 

（*1） 

社債の償還 

（*1） 

 

－ 

 

34,611 

 

社債 480,099 

1 年以内に 

期限到来の 

固定負債 

96,328 

社債利息の 

支払 
2,595 

関係会社 

短期債務 
581 

資金の借入 

（*2） 

資金の返済 

（*2） 

 

432,700 

 

317,235 

 

関係会社 

長期債務 

 

1,063,503 

 

関係会社 

短期債務 
256,633 

借入金利息の 

支払 
6,413 

関係会社 

短期債務 
590 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（＊1）社債の発行および償還は、関西電力株式会社に対しＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行

したものであり、同社が発行した社債等と同様の条件で利率を決定している。 

（＊2）資金の借入および返済のうち、関西電力株式会社に対しＩＣＬ（Inter Company Loan）に

より借入れたものについては、同社の借入金と同様の条件で利率を決定しており、ＩＣＬ以

外については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 

(2) １株当たり当期純損失 

4,800 円 00 銭 

610 円 35 銭 

 

 


